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第３次行財政改革の取組（平成 27 年度から平成 31 年度） 

 ●第３次行財政改革は、大綱で掲げる次の３つの基本方針の下、取組を進めています。 

・基本方針１ 地域力の創造（多様な主体を活かす地域経営） 

・基本方針２ 職員力の向上 

・基本方針３ 自立した行政経営の推進 

 

■第３次行財政改革の主な取組状況 

取組項目 結果（○：成果、▲：課題） 

協働のまちづくりの推進 

○まちづくり委員会の組織化支援制度を創設 

○旧息郷小学校を活用した市民活動貸しスペースのモデル運用 

▲地域担当職員制度の活用が停滞気味 

民間活力の積極的な活用 
○米原市公民連携（PPP）の推進に関する指針の策定 

▲民間活力の積極的な活用に向けた具体的な取組 

市民への情報提供の充実 ○市公式ウェブサイトの刷新 

人財育成の推進 

○新たな人事考課制度の運用 

○「子育て応援・女性活躍推進プラン」（特定事業主行動計画（第３

期））策定 

○市役所管理職における女性職員の割合（H26.4 時点 21.6％→

H29.4 時点 25.2％） 

▲多様化・複雑化する行政課題に的確に対応できる人材の育成 

効率的で機動的な組織体制

整備 

○第３次定員適正化計画改訂 

危機管理体制の強化 

○新たな防災情報伝達システムの整備 

▲業務継続計画の策定 

▲コンプライアンスの徹底 

行政評価（事業評価と事業整

理）の推進 

▲実効性を高める取組 

ＩＣＴ活用の推進 ○おうみ自治体クラウド協議会加盟 

○広域避難所への公共Ｗｉ-Ｆｉ整備 

○各種証明書のコンビニ交付サービス開始 

○電子入札の導入 

公共施設の再配置（統廃合）

の推進 

○公共施設等総合管理計画の策定 

▲公共施設等再編計画に基づく計画的な施設の統廃合 

特別会計事業の財政健全化 ○農業集落排水事業および流域関連公共下水道事業について地方

公営企業法を適用 

○第２次米原市水道事業基本計画の策定 

▲経営の健全性や計画性、透明性の向上 

自主財源の確保 ○ふるさと納税の推進 

○老朽施設の解体・遊休地の処分 

 

第４次行財政改革大綱の策定に当たって 

行財政改革市民会議 

【資料１】 
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市を取り巻く社会情勢と行政運営上の課題 

１ 人口減少・少子高齢化の地域社会、自治体への影響 

  ●米原市の人口は、平成 12 年（2000 年）をピークに減少を続けています。また、少子高齢化も急速

に進んでいます。 

●年少、生産年齢人口の減少、老齢人口の増加は、自治会機能の維持や地域経済などに深刻な影

響を及ぼすとともに、市税を中心とした歳入の減少や社会保障関係経費の増加をもたらします。 

 

年齢３区分別人口の推移・実数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（米原市人口ビジョンより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（米原市人口ビジョンより） 
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（まち・ひと・しごと米原創生総合戦略概要版より） 

 

２ 総働・共創のまちづくりの推進 

  ●平成 29 年度（2017 年度）から 10 年間のまちづくりの目標と方向性を示す、第２次米原市総合計

画（以下「第２次総合計画」という。）では、「ともにつながり ともに創る 住みよさ実感 米原市」を目

指す米原市の姿としています。 

●第２次総合計画で掲げている将来像を実現していくために、多様な主体が目標に向かい力を合わ

せる「総働」、分野の異なる人々の特性を生かし、連携して創造する「共創」のまちづくりを着実に進

めることが必要です。 

●社会経済環境が大きく変化する中、市民ニーズは多様化・高度化することが想定されますが、それ

ら全てを市が持続的な公共サービスとして提供していくことは、質的にも量的にも難しい状況です。

限られた市の経営資源により、市民ニーズに的確に対応し、効率的で質の高いサービスの提供を

実現するため、拡大した「公共」の領域について、市民や事業者など多様な主体がそれぞれに持つ

知識や経験、技術、人材、情報、資金などを集結し、互いに役割分担することで公共サービスを担

う「新たな支え合いの仕組み」を創造してくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第２次総合計画より） 
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３ 厳しい財政見通し 

●2023 年度までの財政収支見通しでは、扶助費や公債費等の義務的経費が増加傾向である一方、

地方交付税の減少、合併特例債の終了に伴う普通建設事業費の充当可能な市債の減少等、財

源の確保が極めて困難な状況になるものと見込んでいます。 

●公共施設等の長寿命化や人口減少対策などの切迫した諸課題にも対応していく必要があり、積極

的な財源の確保や既存事業の更なる見直しなどに努め、財政収支が赤字にならないよう、また、過

大な後年度負担とならないよう留意しながら財政運営を行う必要があります。 

●施策推進に当たっては、最小の経費で最大の効果を上げられるよう、職員一人一人が高いコスト意

識を持ち、地域や市民との役割分担や協働、民間活力等を生かしながら、創意工夫を図る必要が

あります。 

 

■米原市中期財政計画（平成 30 年 10 月）より 

本市の財政状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の歳入の自主財源としての根幹をなす市税収入は、世界同時不況の影響による企業収益の悪化な
どを受けて大幅な減収となった平成 21 年度を底に、近年の緩やかな景気回復に伴い、増加傾向にあり
ます。 

 
 地方交付税は、国の地方財政計画を背景に平成 23 年度までは増加していますが、以降は基準財政
収入額の増加や普通交付税の合併算定替えの段階的な縮減の拡大等により減少しています。なお、平
成 29 年度の総額は平成 28 年度と比較して約 1.2 億円減少し、約 55.7 億円となりました。 
 
 市債は、防災情報伝達システム等の普通建設事業の増加等により、平成 28 年度と比較し、平成 29
年度は約 13.9 億円増加し、約 29.5 億円となりました。 
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人件費は、定員適正化計画に基づく職員数の管理により、平成 20 年度以降、30 億円前後を推移し
ています。 

 
 扶助費は、障害者自立支援給付関係経費や保育士処遇改善対策による私立保育所等運営事業関
連経費等の増加により、平成 29 年度は約 31.1 億円となりました。 
 
 公債費は、平成 28 年度と比較し、過年度に発行した臨時財政対策債等の元金償還の開始により、定
時償還額は約 0.8 億円増加して約 15.5 億円、また、繰上償還額は約 0.9 億円減少して約 3.5 億円、利
子償還額は約 0.2 億円減少して約 2.0 億円となり、総額は約 21.0 億円となりました。 
 
 普通建設事業費は、防災情報伝達システム構築業務やまいばら認定こども園整備事業等により、平成
28 年度と比較して約 18.0 億円と大きく増加し、平成 29 年度は約 37.2 億円となりました。 
 
 繰出金は、米原駅東部土地区画整理事業の地域開発事業債の期日一括償還や、流域関連公共下
水道事業の資本費平準化債発行基準の変更により増加し、平成 29 年度は平成 28 年度と比較し、約
4.7 億円増加して約 31.7 億円となりました。 
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 市債管理基金は、平成 29 年度に米原駅東部土地区画整理事業特別会計の地域開発事業債の期
日一括償還分を繰り出すため、約 3.8 億円を取り崩したことなどにより平成 29 年度末残高は約 36.3 億
円となりました。 

 
 また、特定目的基金は、教育施設の老朽化対策等のための積立てや、多目的広場整備ための取崩し
等により約 77.5 億円となり、定額運用基金を含む平成 29 年度末基金残高は、平成 28 年度と比較し約
4.9 億円減少し、約 146.7 億円となりました。 
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市債残高は、普通建設事業の増加により、平成 29 年度末現在高は平成 28 年度と比較して約 10.4
億円増加し、約 232.7 億円となりました。 

 
 市債には、公共施設など長期にわたって市民に利用されるものについて、世代間における負担の公平
性と財政負担の平準化のために発行する建設事業債等と、地方交付税の振替措置として地方公共団体
が発行する臨時財政対策債があります。 
 
 市債の償還額については、地方交付税措置が行われるものがあり、制度の積極的な活用を図っていま
す。しかし、地方自治体が自らの責任において行う借金であることには変わりはありません。なお、臨時財
政対策債の償還額については、全額地方交付税措置されます。 
 
 今年度以降も、統合庁舎整備事業や学校施設長寿命化計画に基づく改修工事等の大規模事業を予
定していることから、将来の公債費負担の軽減のため、繰上償還の実施や市債管理基金への積立てを
行い、適切な市債管理を行う必要があります。 
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普通交付税の交付基準となる財政力指数は、平成 25 年度以降は上昇傾向にありましたが、平成 28 年度から
減少し、平成 29 年度は 0.568 となりました。財政力指数は、自主財源の割合を意味しており、地域経済の回復に
より税収は増加しましたが、標準的な財政需要も増加したこと等により、平成 28 年度と比較して減少したことが考
えられます。 

 
 財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、平成 29 年度は 90.9％となり、平成 28 年度と比較して 1.2 ポイント
増加しました。これは、障害者自立支援給付費や少子化対策による扶助費の増加等、経常的経費の増加に加
え、合併算定替えの縮減率の拡大等により普通交付税が減少したこと等が要因です。経常収支比率は社会経済
情勢の変動により大きく影響を受けることから、安定した財政運営に必要な財源の確保が急務となっています。 
 
 市債返済の負担の重さを表す実質公債費比率は、米原駅東部土地区画整理事業の市債（期日一括）償還の
ための繰入額の増加等の要因により、平成 28 年度と比較して 1.1 ポイント増加し、平成 29 年度は 5.0％となりま
した。今後も、過年度に整備した大型投資事業や、今後の新規発行額の増額に伴う償還額の増加が見込まれる
ため、指標の動向を注視していく必要があります。 
 
 将来負担すべき実質的な負債等の程度を表す将来負担比率は、「算定されない」結果となりました。財政運営
の安定性を長期にわたって維持するには、インフラ更新需要等の将来にわたる負担への的確な対応が求められる
ため、公営企業会計等を含めた連結ベースでの財政構造の改善に取り組む必要があります。 
 
 財政の安定性を判断する指標である積立金現在高比率は、市債管理基金の活用等により、平成29年度は3.9
ポイント減少し、112.9％となりました。今後も大幅な税収の増加が期待できない中、財政需要や不測の事態に備
えるとともに、長期的に安定した財政運営を行っていく上で、引き続き計画的かつ適正な基金の運用が必要となり
ます。 
 
 財政規模に見合った地方債残高であるかを判断する地方債現在高比率は、平成 28 年度と比較して市債残高
が増加したことにより、8.4 ポイント増加し、185.8％となりました。市債の発行に当たっては、現役世代の受益と負
担および現役世代と将来世代の適正な負担を考慮し、計画的に行っていく必要があります。 
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経常一般財源は、普通交付税の合併算定替えの縮減による影響等により、平成 28 年度以降は約 127 億円と
なっています。 
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今後の財政収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市税は、緩やかな景気回復傾向に伴う市民税の増加や、誘致企業等への特例課税免除期間の終了による固
定資産税の増加など増収となる要素はあるものの、平成 32 年度（2020 年度）以降は、消費税の引上げに伴う地
方法人税の税率の引下げ（11.3％⇒7.6％）による減収により、総額としては減少していく見込みです。 

 
 繰入金は、統合庁舎を始めとする各種施設の整備や修繕を計画的に行うに当たり、公共施設等整備基金や教
育施設整備基金などを活用していくため、繰入額が増加していく見込みです。 
 
 地方交付税は、普通交付税の合併算定替えによる特例加算措置の段階的な縮減により年度ごとに減少し、特
例加算措置の終了となる平成 33 年度（2021 年度）は、平成 29 年度と比較して約 2.0 億円減少し、約 53.7 億
円となる見込みです。 
 
 市債は、統合庁舎建設事業などの投資事業に伴い、合併特例債の発行期限である平成 32 年度（2020 年度）
まで増加する見込みです。 
 
 歳入総額は、平成 32 年度（2020 年度）は約 240.0 億円に増加する見込みですが、平成 33 年度（2021 年度）
以降は、合併特例債の発行期限終了により、普通建設事業に充当できる市債の減少を見込んでいます。 
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 義務的経費は、職員の退職に伴い新規採用することにより人件費が減少していく見込みですが、社会保障関係
経費の増加に伴う扶助費の増加や、市債償還額の増加に伴い公債費も増加していくため、全体としては増加傾向
の見込みです。 
 
 投資的経費は、統合庁舎整備事業等により、平成 32 年度（2020 年度）まで高い水準で推移する見込みです。
平成 33 年度（2021 年度）以降は、大型投資事業を終えるため減少傾向にあります。 
 
 その他の経費は、湖北広域行政事務センター負担金（斎場整備事業分）等による補助費等の増加、医療費や
給付費の増加に伴う関係する特別会計への繰出金の増加や平成 31 年（2019 年）10 月からの消費税率の増
（８％⇒10％）等による物件費の増加により、全体として増加する見込みです。 
 
 歳出総額は、平成 32 年度（2020 年度）は約 234.2 億円に増加する見込みですが、平成 33 年度（2021 年度）
以降は、減少する見込です。 
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 基金全体の推移は、普通建設事業等の増加に伴う財源
調整のため、平成 31 年度（2019 年度）以降は減少傾向
で、平成 35 年度（2023 年度）末には定額運用基金を含
め約 103.8 億円となる見込みです。 
 特定目的基金については、統合庁舎の建設工事、各種
公共施設の修繕工事等による公共施設等整備基金の活
用や小・中学校等教育施設の修繕および長寿命化工事
による教育施設整備基金の活用を予定しており、平成 35
年度（2023 年度）末には約 32.8 億円となる見込みです。 

 経常一般財源の推移
は、平成32年度（2020年
度）以降、消費税の引上げ
に伴う地方法人税の税率
の 引 下 げ （ 11.3 ％
⇒7.6％）や普通交付税の
合併算定替えによる特例
加算措置の段階的な縮減
による地方交付税の減少
により、年々減少することを
見込んでいます。 
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（中期財政計画より） 

 

 

４ 公共施設等の将来コスト 

  ●合併に伴う影響から、人口規模の類似した他団体と比較して、市民一人当たりの公共施設延床面

積が多い状況です。 

●築年数が 30 年を超える施設の割合が、2026 年度には約 60％以上となることが見込まれています。

●今後、施設維持のための費用の増大が見込まれており、道路、橋りょう、上下水道といったインフラ    

資産も含め、将来に必要となるコストについて大きな課題を抱えています。 

●施設の更新費用を適正な水準まで引き下げつつ、安定した住民サービスの提供と地域振興施策の

展開に不可欠な公共施設を適正に維持管理するため、施設数の削減を図りながら将来の計画的な

建替えや大規模改修に備えることが重要です。 

 

 

 経常一般財源充当の
推移は、過年度における
大規模事業に係る市債
償還額の増加による公
債費の増加や医療給付
費等の増加による特別
会計への繰出金の増加
が見込まれるため、今後
も増加する見込みです。 
 これに伴い、経常収支
比率も悪化することが見
込まれ、平成 35 年度
（2023 年度）は 96.6％と
なる見込みです。 

この数値が高いほど、
一般財源の多くが経常
的な経費に使われてい
ることとなり、突発的な
支出に対応するための
財源に余裕が少なく、
柔軟な財政運営が困難
であることを表します。 
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人口規模 
類似団体 
（非合併） 
４．１㎡/人 
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（公共施設等総合管理計画概要版より） 

 

５ 市民や地域からの期待に応えられる人材の育成と組織づくり 

  ●少子高齢化と人口減少という前例のない時代に立ち向かうには、従来型の行政経営から転換し、

新たな発想を取り入れた行政経営が必要であり、それを担う職員の能力向上と意識改革は不可欠

です。 
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●職員には、専門的知識はもとより、地域の課題解決に向け、多様な主体の力をつなぎ合わせるコー

ディネーターとしての能力やプレーヤーとしての役割が求められています。 

●地域に出向くことを積み重ね、課題を見つけ、地域に化学反応を起こすことができる職員として、市

民、地域とともにある行政運営を常に意識しなければなりません。 

●社会経済環境が変化する中、行政や地域の諸課題に的確に対応できるよう、職員の能力が最大限

に発揮され、やりがいを持って仕事に取り組むことができる組織づくりの更なる推進や部局間の連携

強化を図っていく必要があります。 

 

６ 新たな自治体行政の議論 

  ●現在、第 32 次地方制度調査会において、人口減少が深刻化し、高齢者人口がピークを迎える

2040 年頃を見据え、顕在化する諸課題に対応していくために求められる地方行政のあり方につい

ての議論が進められています。住民に最も身近な基礎自治体として議論の動向に注意を払っていく

必要があります。 

  ●若年労働力の絶対量の不足が見込まれる中、自治体としてもＡＩ（人工知能）などを使いこなすスマ

ート自治体への転換が求められています。手間と時間がかかる仕事を効率化し、職員を創造的な

仕事や市民とのコミュニケーションにより多く関わらせることで、市民サービスの向上につなげていか

なければなりません。 

 

７ 統合庁舎の整備 

  ●2020 年度末には統合庁舎が完成する予定であり、市民の利便性やサービスについて留意しつつ、

これを契機とした一層の業務の効率化を図っていく必要があります。 

●統合庁舎には、コンベンション機能を備えた広域交流機能と市民活動を支えるくらし創造機能を併

せ持つ複合機能を導入します。未来への交流拠点としての役割を果たしていけるよう、この機能を

最大限に発揮させていく必要があります。 
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（庁舎等整備基本計画より） 

 

 

 

第４次行財政改革大綱について 

１ 第４次行財政改革大綱の位置付け 

  ●本市行財政改革に関する基本的な考え方を示し、第２次総合計画に掲げるまちづくりを下支えす 

るものとして、第４次行財政改革大綱（以下「第４次大綱」という。）を位置付けます。 
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平成31年３月現在

議題 第４次行革

Ｈ31年
(2019
年）

３月
第２回（3/19）
①第４次行財政改革大綱（方向性、策定スケ
ジュール）について

第２回（3/18部長会議内）
①第４次行財政改革大綱の策定につ
いて（報告）

４月 議会報告

５月

６月
第１回
①第３次実施計画の進行管理と改定について

第１回
①第３次実施計画の進行管理と改定について

７月
第２回
①第４次大綱（素案）について

８月
議会報告
（本部員会議後）

９月
第２回（議会報告後）
①第４次大綱（素案）について

大綱（素案）の細部の修正等
→大綱（案）決定
パブリックコメント

2018.9.30第５期委員任期終了

10月

11月 第３回（委員改選後１回目、勉強会のイメージ）

12月

第３回
①パブリックコメントの結果につい
て
②第４次大綱の決定について
③第４次実施計画（素案）について

第４次大綱の決定

2020
年

１月
議会報告
（本部員会議後）

２月

第４回（議会報告後）
①パブリックコメントの結果について
②第４次大綱の決定について
③第４次実施計画（素案）について

３月
第４回
①第４次実施計画（案）について

実施計画の決定

平成31年度　第４次行財政改革大綱策定スケジュール（案）

市民会議
本部員会議

議会

２ 推進期間 

  ●第４次大綱は、2020 年度から 2024 年度までの５年間を推進期間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 策定スケジュール 

 

計画／年度 H30(2018) H31(2019) 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

行財政改革大綱

プロジェクトチームを中

心とした事務事業見直し

の推進

第２次総合計画
（基本構想）

総合戦略
シティセールスプラン

行財政改革市民会議

行財政改革推進本部

第３次大綱

第４次大綱

中間

評価

第２期総合戦略

シティセールスプラン改訂版

総合戦略

シティセールスプラン

第４次大綱審議

第４次大綱策定

必要な提言進捗状況の報告・提案
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